
議案第５０号 

 

   乙訓土地開発公社定款の変更について 

 

 乙訓土地開発公社定款の変更を次のとおり行う。 

 よって、公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１４条 

第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和５年５月２９日提出 

 

向日市長 安 田  守 



 

乙訓土地開発公社定款の変更について 

 乙訓土地開発公社定款（昭和４８年１１月１日施行）の一部を次のように変更す

る。 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

（公告の方法） 

第５条 公社の公告は、向日市・長岡京市・大山崎

町（以下「２市１町」という｡）の公告式条例に

基づいて 行う。 

（業務の範囲） 

第６条 公社は、第３条の目的を達成するため、次

の業務を行う。 

⑴ 次に揚げる土地の取得、造成その他の管理及 

び処分を行うこと。 

ア～ウ   略 

エ 都市計画法第４条第７項に規定する市街

地開発事業その他政令で定める事業の用に

供する土地 

オ 当該地域の自然環境を保全することが特

に必要な土地 

カ 史跡、名勝又は天然記念物の保護又は管理

のために必要な土地 

⑵及び⑶   略  

２   略 

（資産の種類） 

第８条 公社の資産は、基本財産及び 運用財産と

する。 

２及び３   略 

（資産の管理） 

第９条 公社の資産は、定款に定めるもののほか、

理事会の定める方法に従って理事長が管理する。 

２   略 

３ 基本財産は、これを取り崩し てはならない。 

第３章 役員及び 職員 

（役員） 

第１０条 公社に次の役員を置く。 

⑴ 理事    １５人以内 

うち理事長     １人 

副理事長    ２人 

               

⑵   略 

２ 理事及び 監事は、設立団体の長が協議して

定めた長が２市１町の長、２市１町の議会議長

及び 職員又は 学識経験のある者のうちから

任命する。 

（公告の方法） 

第５条 公社の公告は、向日市・長岡京市・大山崎

町（以下「２市１町」という｡）の公告式条例に

もとづいて行う。 

（業務の範囲） 

第６条 公社は、第３条の目的を達成するため、次

の業務を行う。 

⑴ 次に揚げる土地の取得、造成その他の管理及 

び処分を行うこと。 

ア～ウ   略 

 

 

 

エ 当該地域の自然環境を保全することが特

に必要な土地 

オ 史跡、名勝又は天然記念物の保護又は管理

のために必要な土地 

⑵及び⑶   略  

２   略 

（資産の種類） 

第８条 公社の資産は、基本財産および運用財産と

する。 

２及び３   略 

（資産の管理） 

第９条 公社の資産は、定款に定める  のほか、

理事会の定める方法に従って理事長が管理する。 

２   略 

３ 基本財産は、これをとりくずしてはならない。 

第３章 役員および職員 

（役員） 

第１０条 公社に次の役員を置く。 

⑴ 理事    １５人以内 

うち理事長     １人 

副理事長    ２人 

専務理事    １人 

⑵   略 

２ 理事および監事は、設立団体の長が協議して 

定めた長が２市１町の長、２市１町の議会議長 

および職員または学識経験のある者のうちから

任命する。 
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３ 理事長及び副理事長      は、理事のう

ちから設立団体の長が協議して定める。 

 

４ 理事及び 監事は、相互に兼ねることができな

い。 

（職務権限） 

第１２条   略 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故 

あるとき、又は 欠けたときはその職務を行う。 

３ 前項の規定にかかわらず、理事長の行う職務に

おいて、理事長が相手方の代理人又は当事者双方

の代理人となる場合には、副理事長が当該職務を

行うものとする。 

４   略 

５ 監事は、法第１６条第８項         

  に規定する職務を行う。 

（兼職禁止） 

第１５条 常勤の役員及び 職員は、営利を目的と

する団体の役員となり、又は自ら   営利事業

に従事してはならない。 

（運営） 

第１６条 公社の業務は、理事会の決定に基づいて 

 処理しなければならない。 

（構成） 

第１７条 理事会は、理事をもって構成する。 

（議決事項） 

第１８条 理事会は、この定款に別に定めるものの

ほか、次に掲げる事項を議決しなければならな

い。 

⑴ 事業計画及び 予算に関すること。 

⑵ 事業報告及び 決算に関すること。 

⑶ 資金の借入れ及び 償還方法に関すること。 

⑷及び⑸   略 

⑹ 業務の執行に関する規定の制定及び 変更

に関すること。 

⑺   略 

２   略 

（招集） 

第１９条   略 

２ 理事３分の１以上の者又は 監事から会議に

付議すべき事項を示して理事会召集の請求があ

るときは、理事長は、すみやかに理事会を招集し

なければならない。 

３ 理事会を招集するには、理事に対し会議の目的

たる事項及び その内容並びに 日時、場所を示

して、あらかじめ文書をもって通知しなければな

らない。 

（議決） 

第２２条   略 

２ 緊急の必要がある場合、又は 軽易な事項につ

いては、理事長は書面による賛否を求めて理事会

３ 理事長、副理事長および専務理事は、理事のう

ちから設立団体の長が協議して定める。 

４ 専務理事は、常勤とする。 

５ 理事および監事は、相互に兼ねることができな

い。 

（職務権限） 

第１２条   略 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故 

あるとき、または欠けたときはその職務を行う。 

３ 専務理事は、理事長の命を受けて公社の日常の

業務を処理する。              

                       

          

４   略 

５ 監事は、民法（明治２９年法律第８９号）第５

９条に規定する職務を行う。 

（兼職禁止） 

第１５条 常勤の役員および職員は、営利を目的と

する団体の役員となり、またはみずから営利事業

に従事してはならない。 

（運営） 

第１６条 公社の業務は、理事会の決定にもとづい

て処理しなければならない。 

（構成） 

第１７条 理事会は、理事を以て 構成する。 

（議決事項） 

第１８条 理事会は、この定款に別に定めるものの

ほか、次に掲げる事項を議決しなければなら 

ない。 

⑴ 事業計画および予算に関すること。 

⑵ 事業報告および決算に関すること。 

⑶ 資金の借入れおよび償還方法に関すること。 

⑷及び⑸   略 

⑹ 業務の執行に関する規定の制定および変更

に関すること。 

⑺   略 

２   略 

（招集） 

第１９条   略 

２ 理事３分の１以上の者または監事から会議に

付議すべき事項を示して理事会召集の請求があ

るときは、理事長は、すみやかに理事会を招集し

なければならない。 

３ 理事会を招集するには、理事に対し会議の目的

たる事項およびその内容ならびに日時、場所を示

して、あらかじめ文書をもって通知しなければな

らない。 

（議決） 

第２２条   略 

２ 緊急の必要がある場合、または軽易な事項につ

いては、理事長は書面による賛否を求めて理事会
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の議決にかえることができる。 

（議事録） 

第２４条 理事会の議事については、次の事項を

記載した議事録を作成しなければならない。 

⑴ 理事会の日時及び 場所 

⑵～⑷   略 

⑸ 議事の経過要領及び 発言者の発言要旨 

⑹   略 

２ 理事会の議事録には、議長及び 出席理事のう

ちから２名が署名しなければならない。 

（予算・決算） 

第２７条 公社は予算、事業計画並び に資金計画

を年度開始前に理事会の議決を経て、設立団体の

長の承認を得て定め、決算は、事業年度終了後、

財産目録、貸借対照表、損益計算書及び 事業報

告書を作成し、監事の審査を受けなければならな

い。 

２及び３   略 

（余裕金の運営） 

第３０条 公社は、次の方法によるほか、業務上の

余裕金を運用してはならない。 

⑴   略 

⑵         銀行その他主務大臣の指定

する金融機関への預金 

第６章 定款の変更及び 解散 

の議決にかえることができる。 

（議事録） 

第２４条 理事会の議事については、次の事項を 

記載した議事録を作成しなければならない。 

⑴ 理事会の日時および場所 

⑵～⑷   略 

⑸ 議事の経過要領および発言者の発言要旨 

⑹   略 

２ 理事会の議事録には、議長および出席理事のう

ちから２名が署名しなければならない。 

（予算・決算） 

第２７条 公社は予算、事業計画ならびに資金計画

を年度開始前に理事会の議決を経て、設立団体の

長の承認を得て定め、決算は、事業年度終了後、

財産目録、貸借対照表、損益計算書および事業報

告書を作成し、監事の審査を受けなければならな

い。 

２及び３   略 

（余裕金の運営） 

第３０条 公社は、次の方法によるほか、業務上の

余裕金を運用してはならない。 

⑴   略 

⑵ 郵便貯金または銀行その他主務大臣の指定

する金融機関への預金 

第６章 定款の変更および解散 

附 則 

この定款は、京都府知事の認可のあった日から施行する。 
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